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◇大和高田市行政組織条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

国民健康保険税の徴収に係る事務について、保健部から財務部へ移管することに伴い、所要の規 

定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容  

保健部が分掌している事務のうち、国民健康保険税の徴収に関する事務を財務部に移管します。 

３ 施行期日  

平成２６年４月１日 

 

◇大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

国家公務員の退職給付の給付水準の見直し等のための国家公務員退職手当法等の一部を改正する 

法律による国家公務員退職手当法等の改正に準じて、早期退職募集制度を導入し、定年前早期退職

特例措置の内容を拡充するものです。 

２ 改正の内容  

（１） 退職理由の整備 

（２） 定年前早期退職特例措置の拡充 

① 定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例について、その勤続期間を２５年

から２０年に、年齢の要件を５０歳から４５歳に拡充します。 

② 定年前１５年内の一定の退職者について退職時の定年までの残年数１年当たり３％（従来

は定年前１０年内について１年当たり２％）の割合を乗じて退職手当の基本額を割り増すこ

ととします（定年前１年を除く。）。 

（３） 早期退職希望者の募集に関する規定の整備 

 早期退職希望者の募集について、募集実施要項の記載事項等を定めるとともに、実施に当た

って必要な事項を定めます。 

３ 施行期日  

平成２６年４月１日 

 

◇大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例  

１ 改正の理由 

地方税法の一部を改正する法律が公布されたことに伴い、公的年金の特別徴収制度の見直し、金 

融所得課税の一体化を推進するための改正等、所要の整備を行うものです。 

２ 改正の内容  

（１） 個人住民税における公的年金からの特別徴収制度についての見直し  

平成２８年１０月１日施行 

   ① 公的年金から特別徴収されている者が賦課期日後に当該市町村の区域外に転出した場合に 

おいても、特別徴収を継続します。 

※平成２８年１０月以後に実施する特別徴収について適用 

   ② 年間の徴収税額の平準化を図るため、仮徴収税額を前年度の特別徴収税額（年税額）の２ 

分の１に相当する額とします。 

（２） 金融所得課税の一体化 

① 公社債等を特定公社債等と一般公社債等に分類し、平成２８年１月１日以後に納税義務者

公布された条例のあらまし 
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が支払を受けるべき特定公社債等の利子等については、利子割の課税対象から除外した上、

配当割の対象とします。 

   ② 株式等に係る譲渡所得等の申告分離課税制度について、上場株式等に係る譲渡所得等と一 

般株式等に係る譲渡所得等を別々の申告分離課税制度に改組した上で、上場株式等の譲渡損 

失及び配当所得の損益通算の特例の対象に、平成２９年１月１日以後、特定公社債等の利子 

所得等及び譲渡所得等を加え、これらの所得間並びに上場株式等の配当所得及び譲渡所得等 

との損益通算を可能とします。 

（３） その他所要の規定の整備を行います。 

３ 施行期日  

平成２８年１月１日、平成２８年１０月１日、平成２９年１月１日 

 

◇大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

１ 改正の理由 

地方税法の一部を改正する法律の公布により、特定公社債等に係る利子所得が新たに申告分離課 

税の対象とされること、株式等に係る譲渡所得等の申告分離課税制度が上場株式等に係る制度と一

般株式等に係る制度に改組されることに伴い、国民健康保険税の課税の特例について所要の整備を

行うものです。 

２ 改正の内容  

（１） 特定公社債等の利子等に係る利子所得が配当割の課税対象として、新たに上場株式等に係 

る譲渡所得等の申告分離課税制度に追加されたことに伴う改正 

（２） 株式等に係る譲渡所得等の申告分離課税制度が、上場株式等に係る制度と一般株式等に係 

る制度に改組されたことに伴う改正 

（３） 上記改正に伴う項ずれの修正 

３ 施行期日  

平成２９年１月１日 

 

◇大和高田市児童医療費助成条例の一部を改正する条例  

１ 改正の理由 

入院療養に係る医療費の助成対象年齢を延長し、医療費の助成範囲を拡大するものです。 

２ 改正の内容  

児童の定義を次のように改めます。 

改正前 改正後 

６歳に達する日以後の最初の４月１日から

１２歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある者 
【小学生】 

６歳に達する日以後の最初の４月１日か

ら１５歳に達する日以後の最初の３月３

１日までの間にある者 
【小学生及び中学生】 

３ 施行期日  

平成２６年４月１日 

 

◇大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例  

１ 改正の理由 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律の公布に伴い、所 

要の改正を行うものです。 

２ 改正の内容  

条例の規定中に引用する法律の題名を改めます。 
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「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」 

                 ↓ 

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」 

３ 施行期日  

平成２６年１月３日 
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条例第条例第条例第条例第２４２４２４２４号号号号 

大和高田市行政組織条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市行政組織条例の一部を改正する条例 

 大和高田市行政組織条例（平成１９年条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

 第３条財務部の項第５号中「市税」の次に「の賦課」を、「除く。）」の次に「及び徴収」を加え

る。 

 第３条保健部の項第４号中「国民健康保険」の次に「（国民健康保険税の徴収を除く。）」を加え

る。 

   附 則 

 この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第２５２５２５２５号号号号 

大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

大和高田市職員の退職手当に関する条例（昭和３３年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「給料月額」を「退職日給料月額」に改め、同条第２項中「よらず」の次に「、か

つ、第９条の２第５項に規定する認定を受けないで」を加え、「を含む」を「及び傷病によらず、地

方公務員法第２８条第１項第１号から第３号までの規定による免職の処分を受けて退職した者を含む。

以下この項及び第７条の４第４項において「自己都合等退職者」という」に、「その者が」を「自己

都合等退職者が」に改める。 

第４条第１項を次のように改める。 

１１年以上２５年未満の期間勤続した者であって、次に掲げるものに対する退職手当の基本額は、

退職日給料月額に、その者の勤続期間の区分ごとに当該区分に応じた割合を乗じて得た額の合計額

とする。 

（１） 地方公務員法第２８条の２第１項の規定により退職した者（同法第２８条の３第１項の

期限又は同条第２項の規定により延長された期限の到来により退職した者を含む。）又はこれ

に準ずる他の法令の規定により退職した者 

（２） 法律の規定に基づく任期を終えて退職した者 

（３） その者の事情によらないで引き続いて勤続することを困難とする理由により退職した者

で任命権者が市長の承認を得たもの 

（４） 第９条の２第５項に規定する認定（同条第１項第１号に係るものに限る。）を受けて同

条第８項第３号に規定する退職すべき期日に退職した者 

第４条に次の１項を加える。 

３ 第１項に規定する勤続期間の区分及び当該区分に応じた割合は、次のとおりとする。 

（１） １年以上１０年以下の期間については、１年につき１００分の１２５ 

（２） １１年以上１５年以下の期間については、１年につき１００分の１３７．５ 

（３） １６年以上２４年以下の期間については、１年につき１００分の２００ 

第５条の見出し中「整理退職等」を「２５年以上勤続後の定年退職等」に改め、同条第１項を次の

条条条条    例例例例    
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ように改める。 

次に掲げる者に対する退職手当の基本額は、退職日給料月額に、その者の勤続期間の区分ごとに

当該区分に応じた割合を乗じて得た額の合計額とする。 

（１） ２５年以上勤続し、地方公務員法第２８条の２第１項の規定により退職した者（同法第

２８条の３第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限の到来により退職した者

を含む。）又はこれに準ずる他の法令の規定により退職した者 

（２） 地方公務員法第２８条第１項第４号の規定による免職の処分を受けて退職した者 

（３） 第９条の２第５項に規定する認定（同条第１項第２号に係るものに限る。）を受けて同

条第８項第３号に規定する退職すべき期日に退職した者 

（４） 公務上の傷病又は死亡により退職した者 

（５） ２５年以上勤続し、その者の事情によらないで引き続いて勤続することを困難とする理

由により退職した者で任命権者が市長の承認を得たもの 

（６） ２５年以上勤続し、第９条の２第５項に規定する認定（同条第１項第１号に係るものに

限る。）を受けて同条第８項第３号に規定する退職すべき期日に退職した者 

第５条に次の１項を加える。 

３ 第１項に規定する勤続期間の区分及び当該区分に応じた割合は、次のとおりとする。 

（１） １年以上１０年以下の期間については、１年につき１００分の１５０ 

（２） １１年以上２５年以下の期間については、１年につき１００分の１６５ 

（３） ２６年以上３４年以下の期間については、１年につき１００分の１８０ 

（４） ３５年以上の期間については、１年につき１００分の１０５ 

第５条の３の表以外の部分中「第５条第１項」を「第４条第１項第４号及び第５条第１項（第１号

を除く。）」に、「２５年以上で」を「２０年以上で」に、「１０年」を「１５年」に、「同項」を

「第４条第１項、第５条第１項」に、「左覧」を「左欄」に改め、同条の表読み替える規定の欄中「第

５条第１項」を「第４条第１項及び第５条第１項」に改め、同表読み替える字句の欄中「１００分の

２」を「１００分の３（退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日におけるその

者の年齢との差に相当する年数が１年である職員にあっては、１００分の２）」に改める。 

第６条の２を次のように改める。 

（退職の理由の記録） 

第６条の２ 任命権者は、第４条第１項第３号及び第５条第１項第５号に掲げる者の退職の理由につ

いて、規則で定めるところにより、記録を作成しなければならない。 

第７条の３の表以外の部分中「左覧」を「左欄」に改め、同条の表読み替える字句の欄中「１００

分の２」を「１００分の３（退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日における

その者の年齢との差に相当する年数が１年である職員にあっては、１００分の２）」に改める。 

第７条の４第４項第１号中「自己都合退職者（第３条第２項に規定する傷病又は死亡によらずにそ

の者の都合により退職した者をいう。以下この項において同じ。）」を「自己都合等退職者」に改め、

同項第２号から第５号までの規定中「自己都合退職者」を「自己都合等退職者」に改める。 

第９条の次に次の１条を加える。 

（定年前に退職する意思を有する職員の募集等） 

第９条の２ 任命権者は、定年前に退職する意思を有する職員の募集であって、次に掲げるものを行

うことができる。 

（１） 職員の年齢別構成の適正化を図ることを目的とし、定年から１５年を減じた年齢以上の年

齢である職員を対象として行う募集 

（２） 職制の改廃を円滑に実施することを目的とし、当該職制に属する職員を対象として行う募

集 

２ 任命権者は、前項の規定による募集（以下この条において単に「募集」という。）を行うに当たっ



平成２６年１月１０日（金）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第３００号 

 8

ては、同項各号の別、第５項の規定により認定を受けた場合に退職すべき期日又は期間、募集をす

る人数及び募集の期間その他当該募集に関し必要な事項であって規則で定めるものを記載した要

項（以下この条において「募集実施要項」という。）を当該募集の対象となるべき職員に周知しな

ければならない。 

３ 次に掲げる者以外の職員は、規則で定めるところにより、募集の期間中いつでも応募し、第８項

第３号に規定する退職すべき期日が到来するまでの間いつでも応募の取下げを行うことができる。 

（１） 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される者 

（２） 第２項に規定する退職すべき期日又は同項に規定する退職すべき期間の末日が到来するま

でに定年に達する者 

（３） 地方公務員法第２９条の規定による懲戒処分（故意又は重大な過失によらないで管理又は

監督に係る職務を怠った場合における懲戒処分を除く。）又はこれに準ずる処分を募集の開始の

日において受けている者又は募集の期間中に受けた者 

４ 前項の規定による応募又は応募の取下げは職員の自発的な意思に委ねられるものであって、任命

権者は職員に対しこれらを強制してはならない。 

５ 任命権者は、応募をした職員（以下この条において「応募者」という。）について、次の各号の

いずれかに該当する場合を除き、応募による退職が予定されている職員である旨の認定（以下この

条において単に「認定」という。）をするものとする。ただし、次の各号のいずれにも該当しない

応募者の数が第２項に規定する募集をする人数を超える場合であって、あらかじめ、当該場合にお

いて認定をする者の数を当該募集をする人数の範囲内に制限するために必要な方法を定め、募集実

施要項と併せて周知していたときは、任命権者は、当該方法に従い、当該募集をする人数を超える

分の応募者について認定をしないことができる。 

（１） 応募者が募集実施要項又は第３項の規定に適合しない場合 

（２） 応募者が応募をした後地方公務員法第２９条の規定による懲戒処分（第３項第３号に規定

する故意又は重大な過失によらないで管理又は監督に係る職務を怠った場合における懲戒処分

を除く。）又はこれに準ずる処分を受けた場合 

（３） 応募者が前号に規定する処分を受けるべき行為（在職期間中の応募者の非違に当たる行為

であって、その非違の内容及び程度に照らして当該処分に値することが明らかなものをいう。）

をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に

対する信頼を確保する上で支障を生ずると認める場合 

（４）応募者を引き続き職務に従事させることが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な人事管

理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 

６ 任命権者は、認定をし、又はしない旨の決定をしたときは、遅滞なく、規則で定めるところによ

り、その旨（認定をしない旨の決定をした場合においてはその理由を含む。）を応募者に書面によ

り通知するものとする。 

７ 任命権者が募集実施要項において退職すべき期間を記載した場合には、認定を行った後遅滞なく、

当該期間内のいずれかの日から退職すべき期日を定め、規則で定めるところにより、前項の規定に

より認定をした旨を通知した応募者に当該期日を書面により通知するものとする。 

８ 認定を受けた応募者が次の各号のいずれかに該当するときは、認定は、その効力を失う。 

（１） 第１３条第１項各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

（２） 第２０条第１項又は第２項の規定により退職手当を支給しない場合に該当するに至ったと

き。 

（３） 募集実施要項に記載された退職すべき期日若しくは前項の規定により応募者に通知された

退職すべき期日が到来するまでに退職し、又はこれらの期日に退職しなかったとき（前２号に掲

げるときを除く。） 

（４） 地方公務員法第２９条の規定による懲戒処分（懲戒免職の処分及び第３項第３号に規定す
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る故意又は重大な過失によらないで管理又は監督に係る職務を怠った場合における懲戒処分を

除く。）又はこれに準ずる処分を受けたとき。 

（５） 第３項の規定により応募を取り下げたとき。 

９ 任命権者は、この条の規定による募集及び認定について、規則で定めるところにより、募集実施

要項（第５項に規定する方法を周知した場合にあっては当該方法を含む。）及び認定を受けた応募

者の数を公表しなければならない。 

   附 則 

 この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第２６２６２６２６号号号号 

大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

 大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第３９条の２第１項中「を当該年度の」の次に「初日の属する年の」を加え、同項第１号を削り、

同項第２号を同項第１号とし、同項第３号を同項第２号とする。 

 第３９条の５第１項中「当該年度の前年度において第３９条の２第１項の規定により特別徴収の方

法によって徴収された年金所得に係る特別徴収税額に相当する額」を「当該特別徴収対象年金所得者

に対して課した前年度分の個人の市民税のうち当該特別徴収対象年金所得者の前々年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額（当該特別徴収対象年金所得者に係る均等割額を第

３６条第１項の規定により特別徴収の方法によって徴収した場合においては、前々年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額）の２分の１に相当する額」に改める。 

 附則第７条の４中「附則第１８条の２第１項」の次に「、附則第１８条の３第１項」を加える。 

 附則第１６条の３の見出し中「配当所得」を「配当所得等」に改め、同条第１項中「及び次項」及

び「おいて、当該上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属する年度分の市民

税について当該上場株式等の配当等に係る配当所得につきこの項の規定の適用を受けようとする旨の

記載のある第１７条第４項に規定する申告書を提出したとき」を削り、「配当所得については、同条

第１項」を「利子所得及び配当所得については、第１７条第１項」に、「配当所得の金額（以下」を

「利子所得の金額及び配当所得の金額として令附則第１６条の２の１１第３項で定めるところにより

計算した金額（以下」に「上場株式等に係る配当所得の金額」を「上場株式等に係る配当所得等の金

額」に、「課税配当所得」を「課税配当所得等」に改め、同条第２項中「市民税」を「前項の規定の

うち、租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上場株式等の配当等（以下この項において「特

定上場株式等の配当等」という。）に係る配当所得に係る部分は、市民税の所得割の納税義務者が当

該特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属する年度分の市民税について

特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき前項の規定の適用を受けようとする旨の記載のある第

１７条第４項に規定する申告書を提出した場合に限り適用するものとし、市民税」に、「上場株式等

の配当等」を「特定上場株式等の配当等」に改め、同条第３項第１号、第３号及び第４号中「配当所

得」を「配当所得等」に改める。 

 附則第１８条の２の見出し中「株式等」を「一般株式等」に改め、同条第１項中「株式等に」を「一

般株式等に」に、「附則第１８条第６項」を「附則第１８条第５項」に改め、「当該市民税の所得割

の納税義務者が法第２３条第１項第１６号に規定する特定株式等譲渡所得金額（以下この項において

「特定株式等譲渡所得金額」という。）に係る所得を有する場合には、当該特定株式等譲渡所得金額

に係る所得の金額（第１７条第６項の規定により同条第５項の規定の適用を受けないものを除く。）

を除外して算定するものとする。」を削り、「第２項第１号」を「次項第１号」に改め、同条第２項
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第１号、第３号及び第４号中「株式等」を「一般株式等」に改める。 

 附則第１８条の３を次のように改める。 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１８条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３７条の１１第１項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合には、当該上場株式等に係る譲渡所得等について

は、第１７条第１項及び第２項並びに第２０条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の

当該上場株式等に係る譲渡所得等の金額として令附則第１８条の２第５項に定めるところにより

計算した金額（当該市民税の所得割の納税義務者が法第２３条第１項第１７号に規定する特定株式

等譲渡所得金額（以下この項において「特定株式等譲渡所得金額」という。）に係る所得を有する

場合には、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額（第１７条第６項の規定により同条第５

項の規定の適用を受けないものを除く。）を除外して算定するものとする。以下この項において「上

場株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額（上

場株式等に係る譲渡所得等の金額（次項において準用する前条第２項第１号の規定により読み替え

て適用される第１９条の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の１００分の

３に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定の適用がある場合について準用する。この場合において、同条

第２項中「附則第１８条の２第１項」とあるのは「附則第１８条の３第１項」と、「一般株式等に

係る譲渡所得等の金額」とあるのは「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「租税特別措置法」

とあるのは「租税特別措置法第３７条の１１第６項の規定により読み替えて準用される同法」と読

み替えるものとする。 

 附則第１８条の４及び第１８条の５を次のように改める。 

第１８条の４及び第１８条の５ 削除 

附則第１８条の８から第１８条の１１までを次のように改める。 

第１８条の８から第１８条の１１まで 削除 

 附則第１８条の１２第５項第３号中「に係る」の次に「利子所得の金額又は」を加える。 

 附則第１８条の１３を次のように改める。 

第１８条の１３ 削除 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２８年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 （１） 第３９条の２第１項及び第３９条の５第１項の改正規定並びに次条第２項の規定 平成２

８年１０月１日 

 （２） 附則第７条の４、第１６条の３、第１８条の２から第１８条の５まで及び第１８条の８か

ら第１８条の１３までの改正規定並びに次条第３項の規定 平成２９年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 平成２８年１月１日前に発行された所得税法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５

号）第８条の規定による改正前の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１２第７

項に規定する割引債（同条第９項に規定する特定短期公社債を除く。）について支払を受けるべき

同条第７項に規定する償還差益に対して課する個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ この条例による改正後の大和高田市税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）第３９条の２及び

第３９条の５の規定は、平成２８年１０月１日以後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３

１７条の２第１項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」という。）に係る所

得に係る個人の市民税の特別徴収について適用し、同日前の公的年金等に係る所得に係る個人の市

民税の特別徴収については、なお従前の例による。 
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３ 新条例附則第７条の４、第１６条の３、第１８条の２、第１８条の３及び第１８条の１２の規定

中個人の市民税に関する部分は、平成２９年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成

２８年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

 

条例第条例第条例第条例第２７２７２７２７号号号号 

大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 大和高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 附則第３項（見出しを含む。）中「配当所得」を「配当所得等」に改める。 

 附則第６項の見出し中「株式等」を「一般株式等」に改め、同項中「附則第３５条の２第６項」を

「附則第３５条の２第５項」に、「株式等」を「一般株式等」に改める。 

 附則第１５項を附則第１７項とする。 

 附則第１４項中「配当所得」を「利子所得、配当所得及び雑所得」に改め、同項を附則第１６項と

し、附則第１０項から第１３項までを２項ずつ繰り下げる。 

 附則第９項中「附則第３５条の３第１１項」を「附則第３５条の３第１３項」に、「第６項」を「附

則第７項」に、「株式等」を「上場株式等」に改め、同項を附則第１０項とし、同項の次に次の１項

を加える。 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則第

３５条の３第１５項の規定の適用を受ける場合における附則第６項及び附則第７項の規定の適用

については、附則第６項中「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とあるのは「一般株式等に係る

譲渡所得等の金額（法附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）」と、附則第７項中「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とあるのは「上場株式等に係る譲

渡所得等の金額（法附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）」

とする。 

附則第８項中「附則第６項」を「附則第７項」に、「株式等」を「上場株式等」に、「附則第３５

条の２の６第１１項」を「附則第３５条の２の６第１５項」に改め、同項を附則第９項とする。 

 附則第７項中「配当所得」を「配当所得等」に改め、同項を附則第８項とし、附則第６項の次に次

の１項を加える。 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３

５条の２の２第５項の上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条

及び第２１条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係

る譲渡所得等の金額」と、第２１条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の大和高田市国民健康保険税条例の規定は、平成２９年度以後の年度分の国民健康保険税

について適用し、平成２８年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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条例第条例第条例第条例第２８２８２８２８号号号号 

 大和高田市児童医療費助成条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市児童医療費助成条例の一部を改正する条例 

 大和高田市児童医療費助成条例（平成２４年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「１２歳」を「１５歳」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２６年４月１日から施行し、改正後の大和高田市児童医療費助成条例の規定は、

同日以後に行われた入院療養に係る医療費の助成から適用する。 

 

条例第条例第条例第条例第２９２９２９２９号号号号 

 大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例 

 大和高田市営住宅条例（平成９年条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第２項第８号中「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」を「配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２６年１月３日から施行する。 

    

 

 

規則第規則第規則第規則第１２１２１２１２号号号号    

一般職の職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２５年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   一般職の職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

一般職の職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則（昭和３３年規則第８号）の一部を次のよう

に改正する。 

規規規規    則則則則    
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別表第５イの表中「 
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     」に、 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

５８ 

５８ 

５８ 

５８ 

５９ 

５９ 

５９ 

５９ 

６０ 

６０ 

６０ 

６０ 

６１ 

 

５６ 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

５８ 

５８ 

５８ 

５８ 

５８ 

５８ 

５９ 

５９ 

５９ 

５９ 
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         「 
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５６ 

５６ 
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５６ 
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６２ 

６３ 

 

５５ 

５６ 

５６ 

５６ 

５６ 

５６ 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

５８ 

５８ 

５８ 

５８ 

５８ 

５９ 
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          「 
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      」に、 

６９ 

７０ 

７１ 

７２ 

７３ 

７４ 

７５ 

７６ 

７７ 

７８ 

７９ 

８０ 

８１ 

８２ 

８３ 

８４ 

８５ 

   

６８ 

６９ 

６９ 

７０ 

７０ 

７１ 

７１ 

７２ 

７２ 

７３ 

７３ 

７４ 

７４ 

７５ 

７５ 

７６ 

７７ 
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」に、 

５１ 

５１ 

５２ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 
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５９ 

６０ 
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５０ 
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５１ 

５１ 

５１ 

５１ 

５２ 

５２ 

５２ 

５２ 

５３ 

５３ 

５３ 
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          「 
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       」に改める。 

  附 則 

３３ 

３３ 

３４ 

３４ 

３５ 

３５ 

３６ 

３６ 

３７ 

３７ 

３８ 

３８ 

３９ 

３９ 

４０ 

４０ 

４１ 

 

３２ 

３３ 

３３ 

３３ 

３３ 

３４ 

３４ 

３４ 

３４ 

３５ 

３５ 

３５ 

３５ 

３６ 

３６ 

３６ 

３７ 
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 この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

規則第規則第規則第規則第２４２４２４２４号号号号 

 大和高田市行政組織規則等の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２５年１２月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市行政組織規則等の一部を改正する規則 

 （大和高田市行政組織規則の一部改正） 

第１条 大和高田市行政組織規則（平成２０年規則第３号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項市民部の部まちづくり振興室産業振興課の款商工振興係の項中「大和高田市シルバ

ー人材センター」を「公益社団法人大和高田市シルバー人材センター」に改める。 

  第４条第１項福祉部の部社会福祉課の款地域福祉係の項中「大和高田市社会福祉協議会」を「社

会福祉法人大和高田市社会福祉協議会」に改める。 

 （大和高田市違法駐車等の防止に関する条例施行規則の一部改正） 

第２条 大和高田市違法駐車等の防止に関する条例施行規則（平成５年規則第１３号）の一部を次の

ように改正する。 

  第４条第１項第４号中「（財）」を「一般財団法人」に改める。 

 （大和高田市予防接種健康被害調査委員会設置規則の一部改正） 

第３条 大和高田市予防接種健康被害調査委員会設置規則（平成２１年規則第３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第３条第２号中「社団法人」を「一般社団法人」に改める。 

 （大和高田市公園条例施行規則の一部改正） 

第４条 大和高田市公園条例施行規則（平成１７年規則第３９号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第１項第３号中「大和高田市社会福祉協議会」を「社会福祉法人大和高田市社会福祉協議

会」に改める。 

 （大和高田市消防賞じゅつ金等審査会規則の一部改正） 

第５条 大和高田市消防賞じゅつ金等審査会規則（昭和５１年規則第２３号）の一部を次のように改

正する。 

  第２条第６号を次のように改める。 

（６） 一般社団法人大和高田市医師会長 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

規則第規則第規則第規則第２５２５２５２５号号号号 

 宿日直手当支給規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成２５年１２月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   宿日直手当支給規則の一部を改正する規則 

 宿日直手当支給規則（昭和３４年規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第３項第１号中「３１，２００円」を「３８，８００円」に改め、同項第２号中「３６，４

００円」を「４６，５００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２５年１２月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ 改正後の宿日直手当支給規則の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

始まる勤務に係る宿日直手当について適用し、施行日前に始まった勤務に係る宿日直手当について

は、なお従前の例による。 

 

 

 

訓令第訓令第訓令第訓令第１９１９１９１９号号号号 

 大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業対象者把

握業務プロポーザル選定委員会設置要綱を次のように定める。 

平成２５年１２月１６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業対象

者把握業務プロポーザル選定委員会設置要綱 

 （設置） 

第１条 大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業対

象者把握業務を実施するに当たり、業務委託に係る受託者（以下「受託者」という。）の特定をプ

ロポーザル方式により厳正かつ公平に行うため、大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日

常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業対象者把握業務プロポーザル選定委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

（１） 実施要領及び仕様書の審議及び策定に関する事項 

（２） 提案書及びヒアリングの内容の審査及び評価に関する事項 

（３） 受託候補者の選定に関する事項 

（４） 前３号に掲げるもののほか、委員長が必要と認める事項 

 （組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる職にある者をもって組織する。 

（１） 企画政策部長 

（２） 保健部長 

（３） 財務部長 

（４） 福祉部長 

（５） 企画法制課長 

（６） 社会福祉課長 

（７） 健康増進課長 

（８） 介護保険課長 

（９） 保険医療課長 

（１０） 地域包括支援課長 

２ 前項の委員のほか、委員長が必要と認めるときは、同項各号に掲げる委員以外の者を委員とする

ことができる。 

３ 委員会に委員長を置き、企画政策部長をもって充てる。 

４ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

５ 副委員長は、保健部長をもって充てる。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

訓訓訓訓    令令令令    
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を代理する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、任命の日から受託者の特定の日までとする。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

４ 委員会は、会議のため必要があると認めるときは、関係職員その他関係人を出席させ、当該職員

等に対して意見を徴し、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

 （会議の非公開） 

第６条 委員会の会議は、非公開とする。 

 （中立の保持） 

第７条 委員は、プロポーザルに参加している特定の事業者に対し、利益又は不利益を与える行為を

してはならない。 

 （守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 （庶務） 

第９条 委員会の庶務は、保健部地域包括支援課において処理する。 

 （委任） 

第１０条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。 

   附 則 

 この訓令は、告示の日から施行する。 

 

 

 

告示第告示第告示第告示第１０７１０７１０７１０７号号号号のののの３３３３ 

 平成２５年度大和高田市地域ケア会議活用推進等事業実施要綱を次のように定める。 

平成２５年１０月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   平成２５年度大和高田市地域ケア会議活用推進等事業実施要綱 

 （目的） 

第１条 この告示は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５条第３項の規定に基づき、高齢者

個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同時に進める地域包括ケアシステム

の実現に向け、市が実施する地域ケア会議（以下「会議」という。）の実施体制の構築を図ること

を目的とする。 

 （実施主体） 

第２条 本事業の実施主体は、大和高田市（以下「市」という。）とする。ただし、事業の全部又は一

部を、事業を適切に実施できると認められる関係団体等に委託することができる。 

 （事業の内容） 

第３条 事業の内容は、次のとおりとする。 

 （１） 地域包括ケアシステムの構築及び自立支援に資するケアマネジメントの実現に向け、次に

掲げる立上げ支援を行うとともに、会議の実施方法の定着及び持続的な会議運営体制の構築を図

る。 

告告告告    示示示示    
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  ア 会議の目的及び機能を共有し、円滑に実施するため、地域の関係者への周知及び啓発に係る

説明会 

イ 会議の実施方法に関する有識者を含めた検討 

  ウ 有識者を交えた会議の試行的な実施 

  エ 高齢化対策に係る会議の実施 

  オ 会議に係る様式の検討 

  カ 先進自治体への視察 

  キ 地域包括支援センターへの助言及び指導 

  ク その他会議の導入及び開催に必要な事業 

 （２） 多職種が協働して個別課題の分析及び地域の高齢者を支える地域包括支援ネットワークの

構築、地域資源としてのインフォーマルサービスの立上げ等地域の実情に応じ、会議を効果的に

実施するため、次に掲げる事業を実施する。 

  ア 医療、介護等の基礎知識の共有及び連携強化を図るための多職種合同研修会の開催 

  イ 地域住民、自治会、民間事業者等による孤立化の防止及び見守り体制づくり 

  ウ 地域における通いの場、交流の場、居場所等の立上げ 

 （事業実施上の留意事項） 

第４条 市は、事業の実施に当たっては、地域の実情に応じて奈良県とも連携を図りながら市の創意

工夫により効果的、効率的に実施するものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

 （有効期限） 

２ この告示は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

告示第告示第告示第告示第１３２１３２１３２１３２号号号号    

 交付要求通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき義務者が不明であるため、送

達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により、次のとおり公

示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２５年１２月１０日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 平成２５年１１月１３日 

２ 送達を受けるべき者 市役所前の掲示場に掲示済み 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第告示第告示第告示第１３１３１３１３３３３３号号号号    

平成２５年１２月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２１９条第２項の規定により公表します。 

  平成２５年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２５年度大和高田市一般会計補正予算（第３号） 

２ 平成２５年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

３ 平成２５年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 
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４ 平成２５年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第２号） 

５ 平成２５年度大和高田市水道事業会計補正予算（第２号） 

６ 平成２５年度大和高田市立病院事業会計補正予算（第２号） 

平成２５年度大和高田市一般会計補正予算（第３号） 

 

平成２５年度大和高田市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９７９，８８５千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ２２，９７７，７４３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債は、「第３表 地方債補正」による。 
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第２表 債務負担行為補正 

                                  （単位：千円） 

 

 

 

第３表 地方債補正 

 

 

平成２５年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

平成２５年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，１５０千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ８，６７８，７８０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

事  項 期  間 限 度 額 

市営斎場火葬業務等 平成２６年度末まで ９，０００ 

市営斎場受付業務 平成２６年度末まで 
1日あたり１１,０００円に業務

を要した日数を乗じて得た額 

外国人講師派遣業務 平成２８年度末まで ４０,４９７ 

文化会館の自主事業に係る経費 平成２６年度末まで ４，２００ 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

道路新設改良

事業 
 

千円 
 
 
 
２９，７００ 

 
 
 
 

 
 
 

(借入方法) 
 
 
 
 
 
普通賃貸又は
証券発行の方
法による。 

 
 

   ％ 
 

４．０以内 
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる場合につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率） 

   
 
政府資金について
は、その融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、市財政の都合
により据置期間及
び償還期間を短縮
し、又は繰上償還
もしくは低利に借
換えすることがで
きる。 

中学校耐震補強
事業 

６４２，４００ 〃 〃 〃 

計 ６７２，１００ 
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平成２５年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

平成２５年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ８，８１９千円を減額し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ４，９８１，６３７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為は、「第２表 債務負担行為補正」による。 
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第２表 債務負担行為補正 

（単位：千円） 

 

平成２５年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

平成２５年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７１５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ６３５，４５６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

事  項 期  間 限 度 額 

要介護認定業務委託 平成２６年度末まで ５，０３３ 

生活ニーズ調査業務委託 平成２６年度末まで ３,０００ 
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告示第告示第告示第告示第１３５１３５１３５１３５号号号号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条の規定に基づき、市道の路線を次のように認定する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  平成２５年１２月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

整理番号 路線名 
起点 

重要な経過地 
終点 

１５１４ 高５１４号線 
永和町１４６５番１先  

永和町１４６６番１先 

１５１５ 高５１５号線 
西町２６７番６先  

内本町１７２５番３先 

１５１６ 高５１６号線 
高砂町１４５９番２６先  

本郷町２０１番１先 

１５１７ 高５１７号線 
曽大根二丁目６１５番３先  

 曽大根二丁目６１５番５先 

１５１８ 高５１８号線 
曽大根一丁目７５番３先  

 
曽大根一丁目７５番７先 

３１５８ 陵１５８号線 
大字大谷７１０番１３先  

 
大字大谷７１１番１７先 

３１５９ 陵１５９号線 
大字大谷７１１番１４先  

 大字大谷７１１番８先 

３１６０ 陵１６０号線 
大字大中３９４番３先  

 
大字野口５９１番１１先 

４１１８ 天１１８号線 
大字根成柿３１２番５先  

 
大字根成柿２８２番１先 

４１１９ 天１１９号線 
大字根成柿３４３番１先  

 大字根成柿３２７番１先 

４１２０ 天１２０号線 
大字出１６０番１先  

大字出１６０番１２先 

４１２１ 天１２１号線 
大字出１６０番１２先  

大字出１６０番１８先 

 

告示第告示第告示第告示第１３６１３６１３６１３６号号号号    



平成２６年１月１０日（金）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第３００号 

 28

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項及び第２項の規定に基づき、道路の区域を次

のとおり決定し、供用を開始する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヶ月間一般の縦覧に供する。 

  平成２５年１２月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．道路の種類 市道 

２．路線名 その他 

路線名 区間 
幅員 

（㍍） 

延長 

（㍍） 
備考 

高５１４号線 
永和町１４６５番１先から 

永和町１４６６番１先まで 
１．７～３．２ ５１．３０  

高５１５号線 
西町２６７番６先から 
内本町１７２５番３先まで 

１４．８～２３．２ ３８７.９０  

高５１６号線 
高砂町１４５９番２６先から 

本郷町２０１番１先まで 
１４．２～１６．７ １０８.２０  

高５１７号線 
曽大根二丁目６１５番３先から 
曽大根二丁目６１５番５先まで 

６．０～８．０ ５４．７０ 
 

 

高５１８号線 
曽大根一丁目７５番３先から 
曽大根一丁目７５番７先まで 

４．８～７．８ ５１．２０ 
 

 

陵１５８号線 
大字大谷７１０番１３先から 
大字大谷７１１番１７先まで 

６．０～６．１ ７３．６０  

陵１５９号線 
大字大谷７１１番１４先から 
大字大谷７１１番８先まで 

６．０～６．０ １４．５０ 
 

 

陵１６０号線 
大字大中３９４番３先から 
大字野口５９１番１１先まで 

３.１～２１．２ ２２５０.００ 
 

 

天１１８号線 
大字根成柿３１２番５先から 
大字根成柿２８２番１先まで 

４．０～５．８ ４０６.８０ 
 

 

天１１９号線 
大字根成柿３４３番１先から 
大字根成柿３２７番１先まで 

５．８～７．８ ２２５.５０  

天１２０号線 
大字出１６０番１先から 
大字出１６０番１２先まで 

６．０～６．１ ６０．８０ 
 

 

天１２１号線 
大字出１６０番１２先から 
大字出１６０番１８先まで 

６．０～８．１ ２３．８０ 
 

 

３．供用開始の期日 平成２５年１２月１３日 

 

告示第告示第告示第告示第１３７１３７１３７１３７号号号号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定に基づき、市道の路線を変更する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  平成２５年１２月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

整理番号 旧新別 路線名 起点終点 
重要な 
経過地 
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１０１１ 

旧 

高１１号線 

大和高田市大字築山１１３番１先 

大和高田市大字大中３６番３先 

 
 
 

新 
大和高田市大字築山１１２番３ 
大和高田市大字大中１２７番１ 

１０５９ 

旧 

高５９号線 

大和高田市大字松塚１８番２ 
大和高田市大字松塚９８１番２ 

 
 
 

新 
大和高田市大字松塚２４番２ 

大和高田市大字松塚９８２番３ 

１１０７ 

旧 

高１０７号線 

大和高田市旭北町４５３番１ 
大和高田市本郷町１４６６番１ 

 
 
 

新 
大和高田市旭北町４５４番１ 

大和高田市本郷町１４６３番４７ 

３０８５ 

旧 

陵８５号線 

大和高田市大字市場７１０番 
大和高田市大字市場７３３番 

 
 
 

新 
大和高田市大字市場７１０番 

大和高田市大字大中３９４番３ 

４０３５ 

旧 

天３５号線 

大和高田市大字秋吉９４番 
大和高田市大字秋吉１０６番 

 

新 
大和高田市大字秋吉１６０番２ 
大和高田市大字秋吉１０４番 

 

告示第告示第告示第告示第１３８１３８１３８１３８号号号号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域の変更を次のよ

うに決定する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヶ月間一般の縦覧に供する。 

  平成２５年１２月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

路線名 変更の区間 

変更前の 
幅員（ｍ） 

変更前の 
延長（ｍ） 

変更後の 
幅員（ｍ） 

変更後の 
延長（ｍ） 

高１１号線 
大和高田市大字築山１１３番１先から 

大和高田市大字大中３６番３先まで 

２.１～２４．３ ２０６３.３０ 

２.１～９．８ １４５６.８０ 

高５９号線 
大和高田市大字松塚２４番２先から 
大和高田市大字松塚９８２番３先まで 

３．７～５．９ ３５５.３０ 

３．７～７．０ ３７８.９０ 

高１０７号線 
大和高田市旭北町４５４番１先から 

大和高田市本郷町１４６６番１先まで 

１．７～１８．１ ５７８.３０ 

４．１～１８．１ ５２７.００ 

陵８５号線 
大和高田市大字市場７１０番先から 
大和高田市大字大中３９４番３先まで 

２．７～４．９ ４５０.１０ 

２．７～８．９ １０１３.８０ 

天３５号線 
大和高田市大字秋吉１６０番２先から 
大和高田市大字秋吉１０４番先まで 

１．８～２．４ ７８．８０ 

１．８～２．７ ９０．１０ 

 

告示第告示第告示第告示第１３９１３９１３９１３９号号号号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を開始する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヶ月間一般の縦覧に供する。 
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  平成２５年１２月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

路線名 供用開始の区間 供用開始の期日 

高１１号線 
大和高田市大字築山１１２番３先から 

大和高田市大字大中１２７番１先まで 
平成２５年１２月１３日 

高５９号線 
大和高田市大字松塚２４番２先から 
大和高田市大字松塚９８２番３先まで 

平成２５年１２月１３日 

高１０７号線 
大和高田市旭北町４５４番１先から 

大和高田市本郷町１４６３番４７先まで 
平成２５年１２月１３日 

陵８５号線 
大和高田市大字市場７１０番先から 
大和高田市大字大中３９４番３先まで 

平成２５年１２月１３日 

天３５号線 
大和高田市大字秋吉１６０番２先から 
大和高田市大字秋吉１０４番先まで 

平成２５年１２月１３日 

 

告示第告示第告示第告示第１４０１４０１４０１４０号号号号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に基づき、市道の路線を廃止する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  平成２５年１２月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

路線番号 路 線 名 
起 点 

重要な経過地 
終 点 

１０８４ 高８４号線 
本郷町２０１番１先  

大字大中１３番３先 

３０４１ 陵４１号線 
大字野口５９２番１先  

大字市場８０９番１先 

４０４１ 天４１号線 
大字根成柿２８２番１先  

大字根成柿３２７番１先 

４１０３ 天１０３号線 
大字根成柿５３１番２先  

大字根成柿５１８番先 

 

告示第告示第告示第告示第１４１１４１１４１１４１号号号号    

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項及び第２項の規定に基づき、道路の区域を次

のとおり変更し、供用を開始する。 

 その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヶ月間一般の縦覧に供する。 

  平成２５年１２月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．道路の種類 市道 

２．路線名 その他 

路線名 区間 
変更 

前後別 

幅員 

（㍍） 

延長 

（㍍） 
備考 

高８号線 
大字築山１３５番６先から 

大字築山１３６番５先まで 

前 ４．２～６．０ ４．４ 
面積減 

後 ５．５～５．６ ４．９ 

高１０号線 大字築山１２９番１先から 前 ４．９～５．６ ５４．８ 面積増 
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大字築山１２７番２先まで 後 ６.１～７．０ ５４．８ 

高１１号線 
大字築山１３６番５先から 

大字築山５７５番５先まで 

前 ３．４～３．７ ８５.７ 
〃 

後 ３．８～４．４ ８５．７ 

高１５号線 
大字築山１４５番１０先から 

大字築山１７９番１先まで 

前 ４．０～６．２ ５３．３ 
〃 

後 ６．０～６．４ ５３．３ 

高１８号線 
大字築山５３３番３先から 

大字築山２３１番２先まで 

前 ３．２～４．４ ２１．１ 
〃 

後 ３．５～４．５ ２１．１ 

高２０号線 
大字有井９７番３先から 

大字有井９６番１先まで 

前 ３．８～４．９ ２３．６ 
〃 

後 ４.１～５．１ ２３．６ 

高３５号線 
土庫三丁目３３２番１先から 

土庫三丁目３３２番９先まで 

前 ３．６～４．２ ６４．３ 
面積増 

後 ３．９～４．８ ６４．３ 

高４１号線 
土庫二丁目９８番先から 

土庫二丁目４７８番１先まで 

前 ２．０～２．０ ２４．４ 
〃 

後 ２．６～２．６ ２４．４ 

高１２２号線 
南本町１５５６番先から 

南本町１５５４番１先まで 

前 ４．５～５．０ ４．３ 
面積減 

後 ４．５～５．０ ２．９ 

高１６７号線 
片塩町１８８番２１先から 

片塩町１６９番１先まで 

前 ６．０～６．０ ６７．５ 
面積増 

後 ６．２～６．２ ６７．５ 

高１６８号線 
片塩町１６９番１先から 

片塩町２９９番２先まで 

前 ２．９～４．１ １３９．８ 
〃 

後 ３．５～７．２ １３９．８ 

高１８７号線 

中三倉堂一丁目４７５番１先か

ら 

中三倉堂一丁目３９６番１先ま

で 

前 ３．６～３．８ １１．６ 

〃 

後 ３．６～３．９ １１．６ 

高２０１号線 

西三倉堂一丁目６２６番１先か

ら 

西三倉堂二丁目６２９番１先ま

で 

前 ４．０～４．６ ５１．６ 

〃 

後 ５．９～７．０ ５１．６ 

高２０４号線 
蔵之宮町２０５番６先から 

蔵之宮町２１４番７先まで 

前 ２．６～２．６ １８．５ 
〃 

後 ２．８～２．８ １８．５ 

高２０４号線 
蔵之宮町２１３番先から 

蔵之宮町２１４番１先まで 

前 ２．８～２．８ １３．５ 
〃 

後 ３．３～３．４ １３．５ 

高２０５号線 

中三倉堂二丁目７０８番１先か

ら 

中三倉堂二丁目７０２番１先ま

で 

前 ４．０～４．５ ５３．１ 

〃 

後 ４．８～５．２ ５３．１ 

高２０７号線 
東中二丁目３５５番４先から 

東中二丁目２７２番１８先まで 

前 ３．０～６．５ １３．５ 
〃 

後 ３．２～６．６ １３．５ 

高２１８号線 
大字田井４１１番１先から 

大字田井１１３番１先まで 

前 ５．４～７．５ ３２．３ 
面積減 

後 ４.１～６．２ ３２．３ 
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高２２１号線 
大字勝目８５番１先から 

大字勝目９３番先まで 

前 ４．０～４．４ ４４．７ 
面積増 

後 ５．７～５．８ ４４．７ 

高２２７号線 
東中二丁目２７６番１先から 

曽大根一丁目３１番先まで 

前 ５．０～４．９ ２８．９ 
〃 

後 ５．０～５．０ ２８．９ 

高２２８号線 
曽大根二丁目６１５番３先から 

曽大根二丁目６２２番１先まで 

前 ４．０～４．１ １８．２ 
〃 

後 ４.１～４．１ １８．２ 

高２４３号線 
幸町３番２先から 

高砂町６５番１８先まで 

前 ９．３～９．５ １７．７ 
面積減 

後 ９．３～９．５ ９．１ 

瀬１号線 
大字藤森３５０番１９先から 

大字藤森３１９番１先まで 

前 ４.１～４．１ １８．９ 
面積増 

後 ４．７～４．７ １８．９ 

瀬１０号線 
大字藤森１７４番１先から 

大字藤森１６５番３先まで 

前 ４．５～４．８ １２．３ 
〃 

後 ４．５～４．９ １２．３ 

瀬１３号線 
大字池尻２３０番１先から 

大字池尻２９７番１先まで 

前 ２．２～３．６ １９．７ 
〃 

後 ３．７～７．３ １９．７ 

陵１１号線 
大字大谷５４３番２先から 

大字大谷５３５番先まで 

前 ４．９～５．２ ５２．５ 
〃 

後 ５．４～６．０ ５２．５ 

陵２５号線 
 大字池田４６１番２先から 

大字池田４６７番１２先まで 

前 ３．４～３．７ ２６．５ 
〃 

後 ３．６～３．６ ２６．５ 

陵３４号線 
大字野口３５９番１先から 

大字野口３２５番３先まで 

前 ５．４～５．５ ４２．４ 
〃 

後 ６.１～６．１ ４２．４ 

陵５８号線 
大字市場１８６番２先から 

大字市場１９７番６先まで 

前 ６．０～６．０ ５．４ 
〃 

後 ６．０～６．０ １０．４ 

陵７９号線 
大字市場５３９番２先から 

大字市場５４０番１先まで 

前 ４．２～５．２ ３５．５ 
〃 

後 ４．５～５．５ ３５．５ 

陵１３８号線 
大字市場１８６番１先から 

大字市場１８８番６先まで 

前 ０．０～０．０ ０．０ 
〃 

後 ４．３～８．７ ９．０ 

陵１５２号線 
大字大谷３４２番１先から 

大字大谷４６４番１先まで 

前 ３．２～３．３ １７．６ 
〃 

後 ６.１～６．２ １６．３ 

陵１６０号線 
大字市場１７７番３先から 

大字市場１８５番１先まで 

前 
３．３～１７．

７ 
９４．８ 

面積減 

後 ７．４～８．５ ９４．８ 

天２号線 
大字勝目９３番先から 

大字勝目８５番１先まで 

前 ６．５～６．５ ７．３ 
面積増 

後 ６．５～６．５ ５．４ 

天５６号線 
大字吉井７３番先から 

大字吉井１１８番４先まで 

前 ４．０～４．０ ８４．１ 
〃 

後 ４．０～４．１ ８４．１ 

天５９号線 大字奥田４６９番先から 前 ３．９～７．１ ３４．４ 面積減 
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大字奥田４６８番７先まで 後 ４．２～６．９ ３４．４ 

天６９号線 
大字吉井１２１番３先から 

大字吉井１３０番１先まで 

前 ３．２～３．３ ２９．９ 
面積増 

後 ３．９～４．０ ２９．９ 

天１０９号線 
大字根成柿５１５番先から 

大字根成柿５３０番１先まで 

前 ０．０～０．０ ０．０ 
〃 

後 ４．１～４．６ １．５ 

３．供用開始の期日 平成２５年１２月１３日 

 

告示第告示第告示第告示第１４２１４２１４２１４２号号号号 

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等（道路交通法第２条第１項第１０号に規定する原動

機付自転車及び同項第１１号の２に規定する自転車）を次のとおり処分しますので、大和高田市自転

車等の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  平成２５年１２月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 処分の根拠 

  大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項 

２ 処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３ 処分年月日 

  平成２６年４月１日 

４ 処分対象自転車等の移動年月日 

  平成２５年９月３日、同月１０日、同月１２日、同月１８日、同月２５日、同月２９日、同月３ 

０日 

 

告示第告示第告示第告示第１４３１４３１４３１４３号号号号 

大和高田市虐待防止ネットワーク設置要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２５年１２月１６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市虐待防止ネットワーク設置要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市虐待防止ネットワーク設置要綱（平成１７年告示第４２号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１条中「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」を「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する法律」に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２６年１月３日から施行する。 

 

告示第告示第告示第告示第１４４１４４１４４１４４号号号号    

 平成２５年度固定資産税 第４期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の

住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２

の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 
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平成２５年１２月２７日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 平成２５年１２月１９日 

２ 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第告示第告示第告示第２２２２号号号号 

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条の規定により自転車

等放置禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第

１項の規定により告示します。 

  平成２６年１月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．移動理由 

自転車等放置禁止区域内に放置されていたため 

２．移動年月日 

平成２５年１２月４日、同月５日、同月１０日、同月１１日、同月１５日、同月１６日、同月１ 

９日 

３．移動対象区域 

  近鉄松塚駅・近鉄築山駅・近鉄大和高田駅・近鉄高田市駅・ＪＲ高田駅・近鉄浮孔駅周辺自転車 

等放置禁止区域 

４．保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

５．引取期間 

  平成２６年７月６日 

６．引取時間 

  午前９時～正午・午後１時～午後５時 ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午 

７．引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証

等）をお持ちください。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。 

  ア．移動費 ２，０００円 

  イ．保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料） 

８．連絡先 

  大和高田市役所 生活安全課  電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

 

 

公告第公告第公告第公告第１４０１４０１４０１４０号号号号 

 大和高田市職員採用規程（平成２１年訓令第６号）第６条の規定に基づき、平成２５年度大和高田

市職員採用試験（医療職追加募集）の実施を次のとおり公告する。 

平成２５年１２月５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 職種、採用予定人員及び受験資格 

公公公公    告告告告    
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職種 採用予定人員 受 験 資 格 

臨床工学技士 １名 

（１） 昭和２９年４月２日以降に生まれた人で、｢保健師

助産師看護師法｣による看護師免許を有する人。または、

平成２６年３月末日までに実施される国家試験により当

該免許を取得見込みの人 
（２） 大和高田市立病院で交代制勤務可能な人 

（１） 応募者の国籍は問いませんが、次のいずれかに該当する人は受験できません。 

① 成年被後見人又は被保佐人 

② 禁錮
こ 

以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるま

での人 

③ 大和高田市において懲戒免職を受け、当該処分の日から２年を経過しない人 

④ 日本国憲法施行の日以降において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した人 

⑤ 日本国籍を有しない人で、在留資格において就職等が制限されている人 

２ 試験の日時･場所・試験の種類及び合格発表 

区分 試 験 内 容 

日時 平成２５年１２月２１日（土）午前９時 

場所 大和高田市立病院 講堂 （大和高田市礒野北町１番１号） 

試験の種類 小論文(６０分) 口述試験（面接） 

合格発表 試験後３週間程度（合否にかかわらず本人に通知します。） 

３ 受験手続 

 （１） 受付期間 

    受付期間：平成２５年１２月５日（木）から平成２５年２月１８日（水）まで 

         （ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除く。） 

受付時間：午前９時から午後５時まで（受験票を交付します。） 

 （２） 受付場所 

    受付場所：大和高田市立病院 総務課 

    所 在 地：奈良県大和高田市礒野北町１番１号 

（注）郵送での受付はいたしません。必ず持参して下さい（代理可）。 

（３） 提出書類 ◎必須書類 ○免許取得者 △免許取得見込者 

（注１） 写真は、３月以内に撮影した上半身の写真（縦４㎝ 横３㎝）で、うち１枚は履歴書

に貼付し、他１枚は受験票用に持参してください。 

（注２） 返信用封筒（定形封筒：２３．５ｃｍ×１２．０ｃｍ）１通に８０円切手を貼付し、

宛名を記入してください。 

（注３） 免許取得者は、最終学校の卒業証明書及び成績証明書は不要です。 

４ 合格から採用まで 

 （１） 最終合格者は、採用候補者名簿に登載し、次の区分により採用します。 

   ① 採用予定者 平成２６年４月１日付けで採用します。 

   提出書類 
職種 

履歴書市

販Ａ４判 
写真 
２枚 

最終学校卒業

(見込)証明書 
最終学校 
成績証明書 

免許証 
（写し可） 

返信用

封筒 

臨床工学技士 ◎ ◎ △ △ ○ ◎ 
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   ② 採用候補者 平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に欠員などが生じ、 

補充することが必要であるときに限り採用します。 

（２） 採用候補者名簿の有効期間は、名簿確定の日から１年間です。 

（３） 最終合格者のうち、免許取得見込みの者が平成２６年３月末日までに実施される国家試験

で当該免許を取得できなかった場合は、その時点で採用候補者名簿（採用予定者・採用候補

者）から抹消します。 

５ 給与等について 

現

行

初

任

給 

臨床工学技士 

・月額１９０,９００円（大学卒業程度で採用前に職歴がない場合）

・月額１８４,５００円（短大(３年)相当卒業で採用前に職歴がない

場合） 

（１） 給料月額は、平成２５年４月１日現在の給料表に基づいています。 

（２） 初任給は、採用前の経歴などに応じて加算されることがあります。 

 （３） 一般職の職員の給与に関する条例等に基づき、各種手当が支給されますが、一部手当につ

いては、当分の間、減額措置等がなされています。 

６ その他 

 （１） 提出書類に不備がある場合は、お返しすることがありますが、このために生じた申込の遅

延等には責任を負いませんので、受験手続には十分注意してください。 

（２） 提出書類の記載事項に虚偽が判明した場合には、合格を取り消すことがあります。 

（３） この試験に関する提出書類は、一切お返ししません。 

（４） インターネットでも採用試験に関する情報を提供しています。（ホームページアドレス

http://www.ym-hp.yamatotakada.nara.jp） 

（５） 採用時には健康診断書を提出してください。 

（６） 試験についての問い合わせ先 

    大和高田市立病院事務局総務課内｢大和高田市（市立病院）職員採用試験委員会事務局｣ 

 （℡０７４５－５３－２９０１） 

 

公告第公告第公告第公告第１４１１４１１４１１４１号号号号 

 大和高田市農業振興地域整備計画書を変更するので、農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４

年法律第５８号）第１３条第４項の規定により準用する同法第１１条第１項の規定により公告し、当

該農業振興地域整備計画の案を次により縦覧に供する。 

 大和高田市の住民は、平成２６年１月９日までに、当該農業振興地域整備計画の案について、市に

意見書を提出することができる。 

また当該農業振興地域整備計画のうち農用地利用計画の案に係る農用地区域内にある土地の所有

者その他その土地に関し権利を有する者は、当該農用地利用計画の案に対して異議のあるときは、平

成２６年１月９日の翌日から起算して１５日以内に市にこれを申し出ることができる。 

  平成２５年１２月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 農用地利用計画の案の縦覧期間 

  自 平成２５年１２月１１日（公告年月日） 

  至 平成２６年１月９日（公告年月日の翌日から起算して３０日目） 

２ 農用地利用計画の案の縦覧場所 

  大和高田市役所 市民部産業振興課 

  大和高田市大字大中１００番地１ 
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注１． 公告縦覧期間の３０日間について：公告日の翌日から起算する。 

 ２． 公告縦覧期間の満了日について：最終日が休日（土・日・祝・年末年始の休日等）にあたる

場合は翌日をもって期間の満了日とする。 

 ３． 異議申し出期間の１５日間について：公告縦覧期間の満了日の翌日から起算するため、休日

であってもその日から起算する。 

 ４． 異議申し出期間の満了日について：注２と同様。 

 

公告第公告第公告第公告第１４２１４２１４２１４２号号号号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。 

  平成２５年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

公告第公告第公告第公告第１４３１４３１４３１４３号号号号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２５年１２月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 天満保育所屋根塗装工事 

２ 工事場所 大和高田市吉井地内  

３ 工事期間 契約締結の日から平成２６年３月２８日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 
この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 
（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の塗装・防水工事に登録されている者で

あること。 
（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 
（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 
（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 
（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 
（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 
（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 
（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ
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るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 
（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 
（４）受付期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２５日（水）

まで。ただし、土曜日、日曜及び祝日を除きます。 
（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 
（１）郵送日   平成２５年１２月２６日（木） 
（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 
（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 
（１）配布の期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２５日

（水）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 
（２）配布の時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
（３）配布の場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理  

室  

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 
（１）受付期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２７日（金）

まで 
（２）受付時間  午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 
（３）送信先   大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 
（４）回答期限  平成２５年１２月２７日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 
（１）期限   平成２６年１月９日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 
（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 
大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 
入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 
免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 
入札書の開札は、次のとおり行います。 
（１）日時   平成２６年１月１０日（金）午前９時 
（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 別棟会議室 
（３）開札結果等の公表 
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開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 
（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 
（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 
（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 
落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥４，０５０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 
 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 
（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 
（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 
（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第公告第公告第公告第１４４１４４１４４１４４号号号号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２５年１２月２０日 

 大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 磐園保育所屋根塗装工事 

２ 工事場所 大和高田市有井地内  

３ 工事期間 契約締結の日から平成２６年３月２８日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 
この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 
（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の塗装・防水工事に登録されている者で

あること。 
（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 
（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 
（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 
（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 
（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな
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いこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 
（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 
（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 
（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 
（４）受付期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２５日（水）

まで。ただし、土曜日、日曜及び祝日を除きます。 
（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 
（１）郵送日   平成２５年１２月２６日（木） 
（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 
（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 
（１）配布の期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２５日

（水）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 
（２）配布の時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
（３）配布の場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理    

室  

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 
（１）受付期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２７日（金）

まで 
（２）受付時間  午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 
（３）送信先   大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 
（４）回答期限  平成２５年１２月２７日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 
（１）期限   平成２６年１月９日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 
（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 
大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便
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によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 
入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 
免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 
入札書の開札は、次のとおり行います。 
（１）日時   平成２６年１月１０日（金）午前９時１０分 
（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 別棟会議室 
（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 
（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 
（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 
（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 
落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥３，３６０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 
 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 
（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 
（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 
（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第公告第公告第公告第１４５１４５１４５１４５号号号号 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

平成２５年１２月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 高６枝中三倉堂１丁目地内管渠工事（３）・給配水管移設工事（ＧＯ３） 

２ 工事場所 大和高田市中三倉堂１丁目地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２６年３月３１日（月）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 
この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 
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（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されている者であるこ

と。 
（２）平成２４・２５年度大和高田市格付け等級がＡであること。 
（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 
（４）施工期間中は、土木工事に関する１級の資格を有する監理技術者を専任で配

置できること。（監理技術者は３ヶ月以上の雇用関係にあり、監理技術者講習を５

年以内に受講した者とします。） 
（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 
（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 
（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 
（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 
（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 
（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 
（４）受付期間   平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２５日

（水）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 
（５）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 
（６）受付場所   大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 
（１）郵送日   平成２５年１２月２６日（木） 
（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 
（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 
（１）閲覧等の期間   平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２

７日（金）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 
（２）閲覧等の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 
（３）閲覧等の場所   大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 （本庁舎南隣） 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 
（１）受付期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２６年１月６日（月）

まで  
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（２）受付時間  午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先   大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 
ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限  平成２６年１月６日（月）午後５時まで 
回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 
（１）期限   平成２６年１月９日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 
（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 
（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 
入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 
免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 
入札書の開札は、次のとおり行います。 
（１）日時   平成２６年１月１０日（金）午前１０時 
（２）場所   大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 
（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 
（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 
（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 
（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札候

補者の決

定 

落札候補者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において入札を行った者とし、

低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審  

査  
落札候補者を優先順位により５の（４）に係る確認審査を実施します。 
（１）審査日時   契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 
（２）場所     大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

１７ 落札者

の決定 
事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保

証金 
大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制

限基準比

較価格 

￥５４，４１０，０００円（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 
（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 
（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 
（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 
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公告第公告第公告第公告第１４６１４６１４６１４６号号号号 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

平成２５年１２月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 
高６枝南今里町地内管渠工事（８）・給配水管移設工事（Ｇ０８）・配水管布設替工

事（南今里町） 

２ 工事場所 大和高田市南今里町地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２６年３月３１日（月）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 
この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 
（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されている者であるこ

と。 
（２）平成２４・２５年度大和高田市格付け等級がＢであること。 
（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 
（４）施工期間中は、土木工事に関する主任技術者又は監理技術者を専任で配置で

きること（専任技術者は、３ヶ月以上の雇用関係にある者とします。）。 
（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 
（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 
（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 
（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 
（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 
（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 
（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 
（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 
（４）受付期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２５日（水）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 
（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 
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確認通知 （１）郵送日   平成２５年１２月２６日（木） 
（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 
（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 
（１）閲覧等の期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２５年１２月２７

日（金）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 
（２）閲覧等の時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
（３）閲覧等の場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監

理室  

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 
（１）受付期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２６年１月６日（月）

まで  
（２）受付時間  午前８時３０分から午後５時まで（ただし、最終日は正午まで） 
（３）送信先   大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限  平成２６年１月６日（月）午後５時まで 
回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 
（１）期限   平成２６年１月９日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 
（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 
大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 
入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 
免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 
入札書の開札は、次のとおり行います。 
（１）日時   平成２６年１月１０日（金）午前１０時３０分 
（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 別棟会議室 
（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 
（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 
（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 
（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札候

補者の決

落札候補者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において入札を行った者とし、

低価を示した者を優先します。 
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定 

１６ 事後審

査  
落札候補者を優先順位により５の（４）に係る確認審査を実施します。 
（１）審査日時   契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 
（２）場所     大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 別棟会議室 

１７ 落札者

の決定 
事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保

証金 
大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制

限基準比

較価格 

￥３１，８２０，０００円（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 
（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 
（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 
（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第公告第公告第公告第１４７１４７１４７１４７号号号号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２５年１２月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 大和高田市文化会館舞台調光設備改修工事 

２ 工事場所 大和高田市文化会館小ホール  

３ 工事期間 契約締結日から平成２６年３月１５日（土）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 
この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 
（１） 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であるこ

と。 
（２） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者でないこと。 
（３） 入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示

第８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 
（４） 大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若し

くは第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者

でないこと。 
（５） 大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿（照明設備機器）又は

建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の（電気工事）に登録している者である

こと。 
（６） 過去５年間（平成２０年１２月１日から平成２５年１１月３１日まで）で

客席数２００席以上の文化会館施設において、元請けで舞台照明設備工事（設計、

施工）の履行実績を有する者であること。 

６ 競争入札

参加資格確

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び下記必要書類を提出し、競争入
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認の申請 札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等

を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競

争入札に参加することができません。 
（１） 申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田

市ホームページの「入札･契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するととも

に、契約監理室にも備え付けています。 
（２） 必要書類として、４（４）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申

請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式に

よるものとし、様式については、申請書と同様に大和高田市ホームページに掲載

しています。また、４（６）の要件を満たすことを証するものとして、実績書（任

意様式）及び当該の契約書の写しを提出してください。 
（３） 申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受

付しません。 
（４） 受付期間   平成２５年１２月２０日（金）から平成２６年１月９日（木）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び平成２５年１２月３０日から平成２６年１月

３日までを除きます。 
（５） 受付時間   午前９時から午後５時まで 
（６） 提出場所   〒６３５－８５１１ 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 
（１）郵送日   平成２６年１月１０日（金） 
（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 
（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 
（１）配布の期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２６年１月９日（木）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び平成２５年１２月３０日から平成２６年１月

３日までを除きます。 
（２）配布の時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
（３）配布の場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理

室  

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 
（１）受付期間  平成２５年１２月２０日（金）から平成２６年１月１７日（金）

まで 
（２）受付時間  午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 
（３）送信先   大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 
（４）回答期限  平成２６年１月１７日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

への記載 
入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してくださ

い。 

１１ 入札保

証金  
免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 
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１２ 入開札

の日時等 
入開札は、次のとおり行います。 
（１）日時   平成２６年１月２１（火）午前１１時 
（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 別棟会議室 
（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の

無効  
無効の入札については、次のとおりとします。 
（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 
（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 
（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１４ 落札者

の決定 
落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１５ 契約保

証金  
 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１６ 最低制

限基準比

較価格 

￥１０，４１０，０００円（消費税等抜き） 

１７ その他 
 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 
（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 
（３）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第公告第公告第公告第１４８１４８１４８１４８号号号号 

 大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業対象者把

握業務の委託業者の候補者選定を公募型プロポーザル方式で行いますので公告します。 

平成２５年１２月２４日 

大和高田市長  吉 田 誠 克   

１．目的について 

大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業対象

者把握業務委託については、６５歳以上で市内に住民登録のある人を対象に日常生活圏域ニーズ調

査を実施することにより、日常生活圏域における高齢者の生活課題に関する調査を行い、その結果

分析等により地域の課題の内容及び量的な状況を把握し、大和高田市第６期介護保険事業計画を策

定することを目的とします。また、項目の中にある基本チェックリストを実施することにより二次

予防事業対象者を把握し、介護予防事業案内を送付して介護予防の意識の普及啓発を図ります。 

２．選定方法について 

本市では、民間事業者の豊富な経験や高い知識及び専門性などを活用することにより、効果的か

つ効率的に本事業を推進するため、本業務を委託します。 

その事業者の選定方法については、公募型プロポーザル方式により行います。この実施要項は、

大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業対象者

把握業務に関して、必要な事項を定めたものです。 

３．業務の概要 

（1）名称 

大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業対 

象者把握業務 
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（2）内容 

別紙仕様書のとおり 

（3）期間 

契約締結日から平成２７年３月３１日まで 

４．応募者の条件等 

（1）応募資格 

プロポーザルに参加する者は、国及び地方公共団体の介護保険事業計画策定に係る日常生活圏

域ニーズ調査及び二次予防事業対象者把握業務の構築及び導入に関わる経験を有し、高い専門性

により、本市基本方針を踏まえた大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニ

ーズ調査及び二次予防事業対象者把握業務の設計及び試行等において、適切な指導及び助言がで

きる事業者であり、次の資格要件の全てに該当するものに限ります。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない者 

② 大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく入札参加資格停

止を受けている期間中の者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められる者

（同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当し、その措置期間に相当する期間を経過したと認め

られる者を除く。）でないこと。 

③ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続又は民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）に基づく民事再生手続中の者でないこと。 

④ 過去に地方公共団体が発注する調査、計画策定等の受託実績を有する者 

⑤ 大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しくは第２号に該当

する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

⑥ 法人資格を有し、本委託事業を円滑に遂行できるよう、安定的かつ健全な財務能力を有して

いる者 

（2）応募に当たっての留意事項 

① 実施要項等の承諾 

応募事業者は、参加資格申請書の提出をもって、実施要項等の記載内容を承諾したものとみ

なします。 

② 費用の負担 

応募に関する費用は、応募事業者の負担とします。 

③ 著作権の帰属 

応募者から実施要項等に基づき提出される書類の著作権は原則として書類の作成者に帰属

しますが、採用した提案書等の著作権は大和高田市に帰属するものとします。 

④ 提出書類の取扱い 

提出された書類については、変更できないものとし、採用又は不採用にかかわらず返却しま

せん。 

⑤ 提供資料の取扱い 

本市から提供される資料は、取扱いに注意するとともに無断で応募に係る検討以外の目的で

使用することを禁止します。 

⑥ 委託事業における契約上限額の公表 

金７，０００千円（消費税等を含む。契約上限額の範囲内で契約するものとする。） 

ただし、各事業年度における委託事業契約上限額の内訳は、以下のとおりです。 

平成２５年度 ４，０００千円 （郵便料は、含まない。別途市負担） 

平成２６年度 ３，０００千円 （郵便料は、含まない。別途市負担） 

⑦ その他 

実施要項等に定めるもののほか、応募に当たって必要な事項が生じた場合には、応募者に通
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知します。 

５．業者選定のスケジュール 

 

内 容 期 間 等 

募集開始 平成２５年１２月２４日（火） 

参加資格審査申請に関する質問の提出期限 平成２６年１月７日（火）午後５時まで 

参加資格審査申請に関する質問の回答期限 平成２６年１月８日（水）午後５時まで 

参加資格審査申請書提出期限 平成２６年１月１０日（金）午後５時まで 

参加資格決定通知 平成２６年１月１４日（火） 

企画提案書等提出に関する質問の提出期限 平成２６年１月１６日（木）正午まで 

企画提案書等提出に関する質問の回答期限 平成２６年１月１７日（金）正午まで 

企画提案書等提出期限 平成２６年１月２０日（月）正午まで 

１次審査、審査決定通知 平成２６年１月２３日（木） 

２次審査（プレゼンテーション） 平成２６年１月２９日（水）午前 

２次審査、決定、結果通知 平成２６年１月２９日（水）午後 

契約締結 平成２６年１月３１日（金）【予定】 

（1）実施要項等の公表 

① 公表方法 

本業務委託に関する実施要項等の資料は、市のホームページにて公表します。 

ホームページアドレス（http://www.city.yamatotakada.nara.jp） 

市のホームページからダウンロードしてください。 

② 配布資料 

・ 大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業 

対象者把握業務委託公募型プロポーザル実施要項（本書） 

・ 大和高田市第６期介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業 

対象者把握業務委託仕様書 

・ 参加資格審査申請書（様式第１号） 

・ 会社概要（様式第２号） 

・ 企画提案書（様式第３号） 

・ 見積書（様式第４号） 

・ 経費内訳書（様式第５号） 

・ 辞退届（様式第６号） 

（2）参加資格審査申請及び企画提案書等提出に関する質問の受付・回答 

① 質問の提出方法 

質問は、文書（任意様式）により行うものとし、e-mailによるものとします。 

・ 送 付 先 大和高田市役所 地域包括支援課 

・ 住  所 奈良県大和高田市大中１００番地１ 

・ 電話番号 ０７４５－２２－１１０１（内線５８０、５５８） 

・ Ｆ Ａ Ｘ ０７４５－２４－２１３１ 

・ e - m a i l houkatu@city.yamatotakada.nara.jp 

・ 参加資格審査申請に関する質問の提出期限 平成２６年１月７日（火）午後５時まで 

・ 企画提案書等提出に関する質問の提出期限 平成２６年１月１６日（木）正午まで 

② 回答の方法 

質問に対する回答は、e-mailにより行います。 
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・ 参加資格審査申請に関する質問の回答期限 平成２６年１月８日（水）午後５時まで 

・ 企画提案書等提出に関する質問の回答期限 平成２６年１月１７日（金）正午まで 

（ただし、平成２５年１２月２８日（土）から平成２６年１月５日（日）までの間と土・日・ 

祝日は、回答できません。）  

・ 質問の回答は、全業者宛にいたします。 

（3）参加資格審査申請書の提出 

① 提出期限 平成２６年１月１０日（金）午後５時まで 

② 提出書類 

○参加資格審査申請書（様式第１号）１部 

○会社概要（様式第２号）１部 

○添付書類 各１部 

・ 会社の沿革、組織が分かる書類（パンフレット等） 

・ 介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査及び二次予防事業対象者把握業務

に関する業務実績が確認できるもの（会社概要（様式第２号）に記載した「類似業務の実

績」が確認できる契約書の写し） 

③ 提出方法 

原則、持参によるものとします。 

④ 提出先 

奈良県大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 １階 地域包括支援課 

⑤ 参加資格審査結果 

審査の結果、参加資格があると認める事業者については、その旨通知しますので、企画提

案書等を期限までに提出してください。参加資格が無いと判断した事業者についても、その

旨別途連絡します。なお、参加資格が無いと判断した事業者についても、費用は申請者の負

担とします。 

（4）企画提案書等の提出 

① 提出期限 

平成２６年１月２０日（月）正午まで 

② 提案書の作成 

企画提案書の作成に当たっては、下記の点にご留意願います。 

【留意点】 

記載事項 内容に関する留意事項 

様式等 ・ 指定された様式（Ｗｏｒｄ形式）をダウンロードして、作成してください。 
� 参加資格審査申請書（様式第１号） 

� 会社概要（様式第２号） 

� 企画提案書（様式第３号） 

� 見積書（様式第４号） 

� 経費内訳書（様式第５号） 

・ 基本的には、設定してある書式で作成し、Ａ４版（両面印刷）で提出してく

ださい。 
・ ページ数の制限はありません。 

主任技術者 ・ 全体の業務を統括するものとして「主任技術者」を１名定めて記載してくだ

さい。 
・ 「著作物等」には、調査報告書、教材、ソフト開発等の単著、共著、分担等

も含みます。ただし、共著、分担等についてはその旨を記載してください。 
・ 「類似業務」は、過去４年間（平成２２年度から平成２５年度まで）に国又

は地方公共団体において介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査
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及び二次予防事業対象者把握事業に関連する業務とします。（平成２５年度分

については、契約履行中も可） 
・ 主な類似業務の実績は、主任技術者が直接担当したものだけを記載してくだ

さい。 
・ 実績は、各項目の欄に記入願います。 
・ 発注者名の後ろにはカッコ書きで受注年度を記載してください。 
・ 記載する順序は、直近のものからにしてください。 
・ 必要に応じて参考資料を、添付してください。 
・「担当する業務分野」欄は、今回の委託業務における役割として具体的に記載

してください。 
・ 契約後、主任技術者を変更する場合には、担当する業務に関する知識、経験、

実績等が前任者と同等以上の者とし、その旨報告願います。 
・ 主任技術者と担当技術者を兼ねる場合には、様式第３号「１．主任技術者」

の「担当業務」の欄の「担当技術者」にチェックしてください。さらに、主担

当となる場合には、「主担当技術者」にチェックしてください。 

担当技術者 ・ 本市の当業務に携わる者として「担当技術者」を１名以上定めて記載してく

ださい。 
・ 主任技術者と担当技術者を兼ねる場合には、様式第３号「１．主任技術者」

の「担当業務」の欄の「担当技術者」にチェックしてください。 
・ 担当技術者のうち、主担当となる場合には、様式第３号「２．担当技術者」

の「担当業務」の欄の「主担当技術者」にチェックしてください。 
・ 「著作物等」については、主任技術者の留意事項に従い、記載してください。 
・ 「類似業務」については、主任技術者の留意事項に従い、記載してください。 
・ 類似業務の実績は、担当技術者が直接担当したものだけを記載してください。 
・ 「担当する業務分野」欄は、今回の委託業務における役割として具体的に記

載してください。 

業務実施体制 ・ 業務実施体制に当たって、本業務に係る支社、支店及び営業所等を記し、技

術者の人的配置についても具体的に記載してください。 
・ 本市と有効な連絡体制がとれる方策を具体的に示してください。 

業務の実施手

法 
・ 記載するに当たっては、仕様書に基づき具体的に記載してください。 
・ 代替案又は追加案等があれば積極的に提案してください。 

実施スケジュ

ール（案） 
・ 委託業務の実施スケジュール（案）を仕様書に基づき記載してください。 
・ 必要に応じてスケジュール表下の余白に作業の具体的な進め方を記載してく

ださい。 

③ 見積書（様式第４号）の提出 

正本１部のみ提出してください。（４（2）⑥に示す委託業務における契約上限額を超える

提案は、無効となります。）また、見積書には、提示した金額の積算根拠が分かる経費内訳書

（様式第５号）を作成し、見積書と同封の上、提出してください。 

④ 成果品（サンプル品）の提出 

成果品（サンプル品）を提出してください。 

⑤ 提出方法 

提案書等の提出は、原則、持参によるものとします。 

⑥ 提出部数 

提案書等の提出は、原本（正）１部・副本（写）１５部（原本、副本とも左肩をホッチキス

止めなどして提出してください。） 

⑦ 提出先 

奈良県大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 １階 地域包括支援課 

（5）審査 

次のとおり、１次審査及び２次審査の結果により、受託候補者として１者を選定します。 
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ア １次審査 

① 実施日時 

平成２６年１月２３日（木） 

② １次審査の結果通知 

１次審査の審査結果は、平成２６年１月２３日（木）に企画提案書の提出者全員に対して通 

知します。 なお、１次審査を通過しなかった者は、この段階で不採用とします。 

イ ２次審査 

２次審査は、１次審査通過者のみを対象とし、企画提案書等に基づいたプレゼンテーション

及びヒアリングにより審査を行います。 

① 実施日時 

平成２６年１月２９日（水）午前（詳細は、別途通知します。） 

② 実施時間 

実施時間は、３０分程度（プレゼンテーション：２０分以内、ヒアリング：１０分程度）と 

し、審査項目の順に提案することとします。また、運営に係る準備時間は、１０分以内としま

す。 

③ 出席者 

一事業者につき３名以内とします。 

④ 準備品  

パソコン、プロジェクター、スクリーンは、本市で準備しますので、下記の環境に合わせて 

資料作成の上、当日持参ください。 

パソコン：OSがWindows7 professional （64ビット） 

ソフト  ：Microsoft Power point 2010 

⑤ ２次審査の順番 

２次審査の順番は、参加資格審査申請書（様式第１号）の届出順によるものとします。 

⑥ ２次審査結果の通知 

審査結果については、平成２６年１月２９日（水）に企画提案参加事業者に対して通知しま 

す。 

（6）辞退 

辞退する場合は、辞退届（様式第６号）を地域包括支援課に提出してください。 

６．企画提案書等の審査方法 

（1） 審査方法 

参加資格審査を通過した者を対象に、１次審査及び２次審査を実施し、企画提案書等の審査基

準に基づいて採点します。 

ア １次審査 

企画提案書等による書類審査を行い、得点の高い順に上位３者程度を２次審査の対象としま

す。 

イ ２次審査 

プレゼンテーションとヒアリングを行い、見積書については、審査員が列席する場で開封し、

プレゼンテーション及びヒアリング審査による評価項目の合計が最も高い提案者を「受託候補

者」として選定します。 

総合評価点が同点となる者が複数ある場合は、見積書の価格の低い者を受託候補者とします。

また、価格も同額であった場合は、改めて見積書を徴し、安価である者を受託候補者に決定し

ます。 

※ 異議申立て 

審査に関する異議については、一切応じません。 
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（2）企画提案書等の審査基準 

ア １次審査 

① 会社の類似業務の実績（３０点） 

・ 日常生活圏域ニーズ調査の実績 

・ 二次予防事業対象者把握事業の実績 

・ 介護保険事業計画の実績 

② 主担当技術者の実績（６０点） 

（主担当技術者が２名以上の場合は高い担当者の点数を採用します。） 

③ 専門職員の数（２０点） 

・ 担当営業所の専門職（保健師・看護師・社会福祉士・主任介護支援専門員）の数 

④ 専門性（２０点） 

・ 大学等研究機関との連携・後方支援の有無及びその充実度 

⑤ 企画提案書類の書類審査（２０点） 

・ 上記①～④に係るもののほか、業務に対する理解度、提案内容の的確性等 

イ ２次審査 

① 業務の指標（３９点） 

・ １次審査の①～④の項目の点数に加点、減点をし、合計した点数を４で除した点数 

② 理解力（４点） 

・ 国の基本方針及び関係法令を理解し、本市の高齢者の実態を正確に分析し、課題を適切に捉

え、新制度に係る事業等のニーズの把握ができるか。 

③ 企画・提案力（４点） 

・ ニーズ調査に関し、国の調査票案に含まれない本市が必要となる独自の調査項目の提案がな

されているか。 

④ 作業工程（８点） 

・ 作業工程は、合理的で現実的なものか。 

・ 回収率は、７５％以上になるよう工夫されているか。 

⑤ 業務実施体制（８点） 

・ 開始から報告までの一連の流れが業者内で完結するよう工夫されているか。 

⑥ 成果品（１７点） 

・ 結果通知が市民に見やすく分かりやすいか。 

・ 報告媒体は、本市が利用しやすいように工夫されているか。 

・ 本市の要望どおり調整することができるか。 

・ データをグラフやさまざまな解析方法を用い分析しているか。 

⑦ 見積金額（２０点） 

 

 

 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会告示第告示第告示第告示第２２２２２２２２号号号号    

 大和高田市教育委員会１２月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２５年１２月１３日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 吉 村 博 一   

記 

 日 時  平成２５年１２月１７日（火）午後４時 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会    



平成２６年１月１０日（金）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第３００号 

 55

 議 案  第１号 第３７回大和高田市民マラソン大会実施要項（案）について 

      第２号 後援願いについて 

      第３号 その他 

 

 

 

選挙管選挙管選挙管選挙管理委員会告示第理委員会告示第理委員会告示第理委員会告示第４２４２４２４２号号号号    

 平成２５年１２月２日現在の大和高田市の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の３分の１、

６分の１及び５０分の１の数は、次のとおりである。 

  平成２５年１２月２日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

          ３分の 1の数 １９，０４１人 

          ６分の１の数  ９，５２１人 

         ５０分の１の数  １，１４３人 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第４３４３４３４３号号号号    

 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２８条の４第７項及び公職選挙法施行規則第３条の４

の規定により、平成２４年１２月１日から平成２５年１１月３０日までの期間における選挙人名簿抄

本閲覧の状況を別紙のとおり公表する。 

  平成２５年１２月２日 

                             大和高田市選挙管理委員会 

                                委員長 西 川 勝 彦   

 別紙は省略（市役所前の掲示場に掲示済み） 

 

 

 

水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第１１１１号号号号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

平成２６年１月１日 

                   大和高田市水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

業者名    代表者名   所在地 

大角工業   大角秀樹   奈良県生駒郡三郷町立野南３－２８－２１ 

選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会    

公営企業公営企業公営企業公営企業    


